第１号様式（第6条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　号
　　　　　　　　　　　　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日
　公益財団法人岐阜県産業経済振興センター
　  理 事 長　　様
                                       （中小企業者又は中小企業以外の者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者所在地　〒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者職氏名
                                          連絡先電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （農林漁業者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者所在地　〒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者職氏名
                                          連絡先電話番号
平成　　年度 公益財団法人岐阜県産業経済振興センター
岐阜県農商工連携ファンド事業費助成金交付申請書
　下記の事業を実施するにあたり、農商工連携ファンド事業費助成金の交付を受けたいので、公益財団法人岐阜県産業経済振興センター岐阜県農商工連携ファンド事業費助成金交付要領第６条の規定により関係書類を添えて申請します。
記
１　具体的事業名
２　助成対象の事業区分
３　助成事業実施期間　　平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日
４　助成事業に要する経費及び助成金交付申請額
　　　助成事業に要する経費　　　金　　　　　　千円
　　　助成対象経費　　　　　　　金　　　　　　千円
　　　助成金交付申請額　　　　　金　　　　　　千円
５　助成金の交付窓口となる団体名
第２号様式　　　　　　　　　　申請者の概要
	事業者等の名称
	

	ホームページアドレス
	

	所在地
	

	代表者名
	

	設立（予定）年月日
	　　　　年　　月　　日

	資本金又は出資金
	　　　　　　　　　千円

	一社の大企業又はその役員からの50％以上の出資の有無
	

	従業員数（会員数）
	役員
	従業員（人）
	左記のう
ち正社員

	
	
	事務系
	営業系
	技術系
	合計
	

	
	
	
	
	
	
	

	主たる業種
	

	主な事業内容（主な取扱
製品又はサービス内容）
	

	決算状況（直近２期分）
	区　分
	直前期　　年　　月期
	年　　月期

	
	売 上 高
	千円
	千円

	
	経常利益
	千円　
	千円

	
	当期利益
	千円
	千円

	経営上の強み（技術・経
営ノウハウ等に関する
自己アピール）
	

	経営環境及び現在の課
題
	

	連絡先
担当者役職・氏名
担当者所属部署名
電話番号
ＦＡＸ番号
E-mailアドレス
	


※　中小企業者（又は中小企業者以外の者）、農林漁業者ごとに作成願います。
※　中小企業者（又は中小企業者以外の者）又は農林漁業者が連携体の場合は、当該組織及び事業実施の中核となる事業者等
の概要をそれぞれ作成願います。また、第２号様式別表及び当該組織の運営規約を添付してください。
第２号様式別表（第６条関係）
連携体等の構成員一覧表
	事業者等の名称
	
	
	
	

	所在地
（市町村名のみ）
	
	
	
	

	代表者職氏名

	
	
	
	

	設立年月日
	
	
	
	

	資本（出資）金
	千円
	千円
	千円
	千円

	一社の大企業又はその役員からの50％以上の出資の有無
	
	
	
	

	従業員数
	
	
	
	

	主たる業種
	
	
	
	

	主な事業内容（主な
取扱製品又はサービス内容）
	
	
	
	

	決算状況
	
	
	
	

	直
近
	売 上 高
経常利益
当期利益
	千円
千円
千円
	千円
千円
千円
	千円
千円
千円
	千円
千円
千円

	２
年
前
	売 上 高
経常利益
当期利益
	千円
千円
千円
	千円
千円
千円
	千円
千円
千円
	千円
千円
千円

	農商工連携に取り組むにあたって活用する経営資源・ノウハウ
	
	
	
	

	担当者職氏名
電話番号
	
	
	
	


第２号様式別表２（第６条関係）
役員等に関する事項
申請事業者等の名称　　　　　　　　　　　　
	職　　名
	ふりがな
氏　　名
	性別
	生年月日（和暦）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※本調書は中小企業者（又は中小企業以外の者）と農林漁業者の以下に該当する方について作成する。
　①法人の場合は、非常勤及びその他これに類する地位にある方並びに経営に実質的に関与している方
　②法人格を有しない団体にあっては、代表者及び経営に実質的に関与している方
　　（連携体等にあっては、各々の事業者における代表者及び経営に実質的に関与している方）
　③個人にあっては、その方及びその方に対し支配関係にある方

　
第２号様式―２（第６条関係）
前年度（　年目）助成事業の実績（見込）評価
	具体的な事業名
	

	実施期間
	　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	実施事業の内容

	（事業計画に記載した事業の内容について、実際にどのような取組みを行ったかを簡潔に記載してください。また、事業計画と違う場合は、相違点とその理由を記載してください。）


	事業成果

	（事業化、売上高、経常利益の見通し、商談件数、地域経済への貢献度や波及効果等を、できる限り具体的に記入してください。）


	事業計画と
実績（見込）の具体的数値目標の比較
	目標数値の項目名
	（事業化の時期、売上高、経常利益、商談件数等）

	
	事業計画での記載
	

	
	実績（見込）
	

	今後の課題

	（今回の事業結果を踏まえて、今後の課題について記載してください。）



注１　中小企業者（又は中小企業者以外の者）、農林漁業者、どちらに関わるものか、あるいは共同のものか、わかるように
記載してください。
２　継続申請の場合、前年度の事業実績（見込）も審査対象となりますので、十分留意のうえ、作成願います。
また、必要に応じて補足資料を添付してください。
第２号様式―３（第６条関係）
事業計画書（　年目）
１　具体的な事業名
　　（事業内容を簡潔に表現する名称としてください。）　
２　助成事業の区分
　　（助成金交付要領の別表の「助成対象事業」欄に記載された事業名を記入してください。）
３　事業実施の目的・必要性
（現状、どのような課題があり、その問題解決のため、今回の事業がいかに必要であるか、最終的にどのようなことを目指すのかを簡潔に記載してください。）　
４　事業の具体的内容
　　（市場調査、商品・技術開発、販路開拓、人材育成など、実施する事項を事項別に記入してください。）　
	※中小企業者と農林漁業者が、各事業者ごと・各年度ごとに、どのような工夫を凝らした取り組みを行うのか、また、中小企業者と農林漁業者の連携の内容に留意して記入してください。　　
　⇒工夫を凝らした取り組みの例
1 新商品開発事業　
（中小企業者）
　　　　　新たな材料の導入、新たな製造・加工方法の導入など
　　　（農林漁業者）
　　　　　新たな品種の導入、新たな栽培管理方法（有機栽培、減農薬栽培、減化学肥料栽培など）の導入
　　　　　中小企業者のニーズに合わせたロットやスベックでの出荷、木材についての丸太での直送、新た
な魚の鮮度保持方法の採用など
2 販売力強化事業
（中小企業者）
　　　　　新たな販売方法（卸売業者を通さない直売など）の導入など
　　　（農林漁業者）
　　　　　中小企業者からフィードバックされた（又は中小企業者と共同で出展した見本市で直接得た）消
費者の嗜好を反映した農産物の栽培方法の改良、中小企業者が運営するホームページに農産物の
生産過程や収穫風景、特徴等を動画や写真を交えて紹介するなど


５　事業の補足説明
（１）事業の新規性、革新性
　　　（これまでの取り組みとの相違点、新たな視点について、該当があれば記入してください。）　
　　　
（２）助成事業に関する商品・技術・サービスの特徴や優位点（競合する商品等との相違点等）
　　（競合商品等の有無。存在する場合は他社のものと比較して、優位性・新規性・差別化等が図られているかについて記載してください。）
（３）顧客・販路開拓方法
　　（開発や販路開拓等を行う商品・サービスについて、想定顧客、対象エリア、販売規模・価格、販売方法について、できるだけ具体的に記載してください。）
６　成果目標
　　（事業の成果目標について、中小企業者と農林漁業者それぞれ、数値等を用いてできるだけ具体的に記載してください。なお、新商品開発事業は事業化の予定時期、販路開拓事業は当該商品等の売上目標（事業前及び事業完了時の属する決算期の当該商品等の売上）を必ず記載して下さい。）
７　地域活性化への貢献、波及効果
　　（雇用の増加や地域イメージ向上など、地域活性化に及ぼす効果について可能な範囲で記入してください。）
８　事業の実施体制
　　（社内の体制（実施事業ごとの担当部署・役職・氏名）、外部協力者（９の外部への委託は除く）がいる場合は、その事業者名等を記入してください。また、担当者が事業関連の資格・経験を有する場合はそれも記入してください。）
９　外部への委託
　　（委託内容、委託金額、委託理由を記入してください。）
10　他の補助金の交付実績（過去２年以内）及び当該年度の助成金の申請状況（予定を含む）
　　
※提出の際は、各記載項目の注意書き（補足説明文）は削除して下さい。
12　申請事業スケジュール
	項　目
	
	 
	 
	

	  年　月
	
	
	
	

	  年　月
	
	
	
	

	  年　月
	
	
	
	

	  年　月
	
	
	
	

	  年　月
	
	
	
	

	  年　月
	
	
	
	

	  年　月
	
	
	
	

	  年　月
	
	
	
	

	  年　月

	
	
	
	

	年　月
	
	
	
	

	年　月
	
	
	
	

	年　月
	
	
	
	


※主な取り組みのスケジュールを記入すること
　中小企業者（又は中小企業者以外の者）、農林漁業者ごとに作成願います。
第２号様式―４（第６条関係）
収支予算書
収入の部（単位：円）
	区　　分
	金　　額
	調　達　先
	備　　　考

	産経センター助成金
	ａ
	
	

	自己資金
	　　　　　　
	
	

	借 入 金
	
	
	

	そ の 他
	
	
	

	合　　　計
	　　　　　　　　 ｂ
	
	


　
支出の部（単位：円）
	区　　分
	助成事業に
要する経費
	助成対象
経　　費
	助　成　金
申　請　額
	積　算　の　内　訳

	
	　　　　
	
	
	

	合　　計
	Ｂ
	
	Ａ
	


注１　支出の部の区分は、第２号様式―３に記載した事業内容（項目）ごとに記入してください。
２　助成事業に要する経費は消費税及び地方消費税込みの金額、助成対象経費は消費税及び地方消費税抜きの金額を記入してください。
３　積算の内訳が多岐になる場合は、必要に応じて別紙を作成して詳細に記入してください。
　４　収入ａと支出Ａ、収入ｂと支出Ｂは金額が一致すること。
　５　中小企業者（又は中小企業者以外の者）、農林漁業者、それぞれに区別して作成願います。
第２号様式―５（第６条関係）
次年度以降の事業計画
（単位：千円）
	区　　分
	事 業 実 施（予　定）内　容
	売上高等の
具体的な
数値目標
	上段：助成事業に要する経費

	
	
	
	下段：助成申請予定額

	助成事業
終 了 後
１ 年 目
（次年度）
平成　年度
	
	
	

	
	
	
	

	２ 年 目
平成　年度
	
	
	

	
	
	
	

	３ 年 目
平成　年度
	
	
	

	
	
	
	

	４ 年 目
平成　年度
	
	
	

	
	
	
	

	５ 年 目
平成　年度
	
	
	

	
	
	
	


注１　今回の助成事業終了後（次年度以降）の５年間の事業内容を記入してください。
２　具体的数値目標には、売上高、新たな雇用者数、事業化の時期(新商品開発の場合)等を記入してください。
３　助成事業に要する経費、助成申請予定額は、助成対象事業期間が１年を超える場合（継続申請を予定している場合）、記入してください。
４　中小企業者（又は中小企業者以外の者）、農林漁業者ごとに作成願います。
第３号様式（第７条関係）
事前着手理由書
	経費の内容

	

	事前着手（予定）日

	

	事前着手が
必要な理由

	

	支払（予定）額

	

	支払（予定）日

	


　※経費の内容、積算、支払額、支払日等具体的な内容がわかる資料を添付すること
  　（注）
      　交付決定前に事業に着手することは原則認められません。事前着手は、事業の性
　　　格上又はやむを得ない理由があると理事長が特に認めた場合にのみ、例外的に認め
るものであり、事前着手理由書を提出した場合であっても、申請内容を審査した結
果、事前着手に必要な経費が認められない場合もあります。その場合は当該事業実
施に必要な経費は、自己資金で対応いただくことになりますので、十分に留意願い
ます。　
この書面によって、公益財団法人岐阜県産業経済振興センターが交付する助成金から暴力団等を排除し、助成事業の適切な執行を確保するため、申請事業者等が暴力団等に関係する者でないかを関係機関へ照会する場合があります。
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